
指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

660101No.
魅力ある活力とにぎわいのまち
多様な文化に親しみ、ふれあえるまち
国際交流活動の充実

国際交流事務 主管課名

課長名

秘書課

竹内 勇治

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

平成７年２月に友好提携したコロンバス市との交流、愛知県国際交
流協会等の国際交流推進団体との連携づくりと情報収集を行う。
また、国際交流に関する庶務を行う。
２年に１度でコロンバス市の高校生がみよし市に来訪し、ホームス
テイ等を通じて日本の文化・習慣を学び市民との交流を図る。

(1)事業の概要

(30年度に実施

(5)活動指標

2 2 2

・(財)愛知県国際交流協会などの国際交流関連団体との情報交換や負担金の支払いをした
・コロンバス市から学生が来訪。協働推進課と連絡調整しながら、ホームステイや体験入学などを実施し、日本
の文化・習慣を体験してもらうとともに市民との交流を図った。
・コロンバス市長及びコロンバス市経済開発公社理事長がみよし市を訪問。情報交換や、今後の交流継続の確認
をした。

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

コロンバス市からの賓客が来訪した回数
負担金の支払先

回
団体

31年度計画 □
■

前年と同様
変更あり 変更内容 平成３１年度は友好都市コロンバス市高校生来訪団によるみよし市訪問の予定

がない。

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

市民
(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

人口 人

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
国際交流の知識や必要性を理解し、国際協力意識が向上する

国際交流ボランティア登録者数 人

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

自主的な交流活動をしてもらう
国際交流事業が重要だと答えた人の割合 ％
国際交流事業に満足していると答えた人の割合 ％

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度計画値年度実績値年度実績値

3 3 3

29 30 31
回

単位
①
②
③

団体

61,070 61,153 61,604

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

人

39 43 45人

47.8 52 54％
％ 29.4 29.3 32

120 513 171

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 02 01 01

(11)コスト
事業費
Ａ

年度計画値年度実績値年度実績値29 30 31年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額)

0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0

120 513 171
4,492 5,091 4,259千円

435 3 520 3 435 3× × ×

16 64 16
4,628 5,668 4,446

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

0人
A＋B＋C

0 0

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成31

･･･数値は(9)

年度（ 30 年度実施分）
様式1-1 令和 1 年 11 月 7 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 660101 国際交流事務
様式1-2

平成8年度
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

平成7年2月のコロンバス市との友好提携を契機に、まち・市民の国
際化推進を図るため。

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
□
■

変化していない
変化している

変化し
た内容

外国人人口の変動や、各分野でのグローバル
化の進展

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

みよし市民とコロンバス市民の往来を多くし、相互の交流を深める
事業の検討

１次評価どおり

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務 異文化への理解、外国人との共生は住みよいまちづくりに重要であ
り、市としての業務である。

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

□

■

□

コロンバス市からの賓客の送迎ができない。
他の国際交流関連団体との情報交換の場がなくなる。

できる

できない

■

□
多文化共生事業を推進する。

ある 庁内事業

庁外事業

■ ■

□

多文化共生推進事業類似事業名

■ある

ないない
国際交流に関する庶務を多文化共生推進事業
に一元化する。なお、コロンバス市との交流
の所管は、引続き秘書課とする。□ □

ある

ない

ある

ない

□

■

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

□

□

□

□

■

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大■ □ □ □ □ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性↓ 削減 ↓ 減額 ↑ 向上

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

コロンバス市へ市民（高校生）を派遣することでさらなる交流を図る。

■
□ ２次評価を希望

施策主管次長所見欄 施策主管次長意見

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 なし
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

660103No.
魅力ある活力とにぎわいのまち
多様な文化に親しみ、ふれあえるまち
国際交流活動の充実

友好都市教育親善大使受入事業 主管課名

課長名

学校教育課

都築 克章

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

友好都市コロンバス市の教育関係者を教育親善大使として招へいし
、市内小中学校において友好交流及び国際交流をより深める。

(1)事業の概要

(30年度に実施

(5)活動指標

1 1 1

①現地担当者(Friends of Miyoshi)に大使を選出してもらった。
②大使の渡航の手配を行った。
③大使の訪問日程を作成し、通訳者を依頼した。
④大使を受け入れ小学校8校、中学校1校へ訪問してもらい、教育、経済、文化など多方面での友好関係を深めた
。

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

大使数
滞在日数

人
日

31年度計画 ■
□

前年と同様
変更あり 変更内容

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

コロンバス市からの代表団、教育親善大使、高校生等
市内小中学生

(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

大使訪問校数 校
児童生徒数 人

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
みよし市、コロンバス市の相互について理解を深めることで、国際
交流への関心を持ってもらう。 訪問予定時間に対する実績割合 ％

大使との交流を行った学校の割合 ％

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

自主的な交流活動をしてもらう
国際交流の推進が重要だと思う人の割合 ％

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度計画値年度実績値年度実績値

10 10 10

29 30 31
人

単位
①
②
③

日

9 9 9

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

校
人 6,113 5,976 5,870

100 100 100％
％ 75 75 75

29 65 65％

198 226 450

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 10 01 02

(11)コスト
事業費
Ａ

年度計画値年度実績値年度実績値29 30 31年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額)

0 0 0
0 0 0
0 0 0

198 226 300
0 0 150

1,295 1,710 1,195千円
188 2 262 2 183 2

0 0 0
× × ×

330 254 121
1,823 2,190 1,766

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

203校
A＋B＋C

243 196
0 00人

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成31

･･･数値は(9)

年度（ 30 年度実施分）
様式1-1 令和 1 年 11 月 7 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 660103 友好都市教育親善大使受入事業
様式1-2

平成９年度
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

平成８年１０月に友好都市コロンバス市及び市地域教育事務所との
教育提携を契機に、コロンバス市地域学校との学校間交流を促進さ
せることを目的として開始。

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
□
■

変化していない
変化している

変化し
た内容

コロンバス市との交流（学校間交流）が恒例
となってきている。

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

コロンバス市との交流が恒例となっている中で、中学生のコロンバ
ス市への派遣の受け入れ体制の拡大にいかにつなげられるかが課題
となっている。

１次評価どおり

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務 友好都市コロンバス市との交流を継続・発展させる上で、地域学校
との学校間交流は必要であるため。

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

□

■

□

教育親善大使は、教育提携に基づき受入している。廃止した場合、
学習の一部として小中学生が異文化に触れる機会が失われる。

できる

できない

□

■

直ちにコロンバス市への関心や認知度を高めることは困難だが、当
該事業により着実にコロンバスの認知度・関心は高まっている

ある 庁内事業

庁外事業

■ ■

□

友好都市中学生派遣事業類似事業名

□ある

ないない□ ■

ある

ない

ある

ない

□

■

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

□

■

■

□

□

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ □ ■ □ □ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性→ 維持 ↓ 減額 → 維持

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

■
□ ２次評価を希望

施策主管次長所見欄 施策主管次長意見

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 なし
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

660104No.
魅力ある活力とにぎわいのまち
多様な文化に親しみ、ふれあえるまち
国際交流活動の充実

友好都市中学生派遣事業 主管課名

課長名

学校教育課

都築 克章

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

友好都市コロンバス市へ市内中学校の代表生徒を派遣し、国際交流
、地域間交流を推進する。

(1)事業の概要

(30年度に実施

(5)活動指標

8 8 8

友好都市コロンバス市へ派遣する中学生を４月に募集、５月に選考し、８月に８泊１０日で派遣した。現地では
、市長への表敬訪問、市内視察をしたり、ホームステイ先の子どもと学校での生活を体験した。（三好中４名、
北中４名、南中４名、三好丘中４名 合計１６名）

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

研修回数
派遣人数

回
人

31年度計画 ■
□

前年と同様
変更あり 変更内容

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

市内中学２年生
(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

中学２年生徒数 人

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
異文化を直に体験することにより、国際的視野を広げ、国際理解を
深める 交流を深めたと感じた生徒数 人

コロンバス市派遣団団員生徒数 人

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

自主的な交流活動をしてもらう
国際交流の推進が重要だと思う人の割合 ％

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度計画値年度実績値年度実績値

16 16 16

29 30 31
回

単位
①
②
③

人

750 696 582

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

人

16 16 16人
人 16 16 16

29 65 65％

6,293 4,797 6,754

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 10 03 02

(11)コスト
事業費
Ａ

年度計画値年度実績値年度実績値29 30 31年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額)

0 0 0
0 0 0
0 0 0

4,004 4,385 4,016
2,289 412 2,738
1,467 1,932 1,064千円

213 2 296 2 163 2
0 0 0

× × ×

368 287 110
8,128 7,015 7,928

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

11人
A＋B＋C

10 14

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成31

･･･数値は(9)

年度（ 30 年度実施分）
様式1-1 令和 1 年 11 月 7 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 660104 友好都市中学生派遣事業
様式1-2

平成１０年
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

「２１世紀の教育提携書」に基づく交流の推進を図るため

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
□
■

変化していない
変化している

変化し
た内容

海外から帰国する生徒も増えており、国際的
な感覚が増加している。

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

学校より、団長を務める校長先生の所属校からも引率教諭が必要と
いう意見がある。

１次評価どおり

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務
国際理解教育並びに地域理解教育の推進

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

■

□

□

できる

できない

□

■
派遣する中学生の負担を考え、現行の事業内容が妥当である。

ある 庁内事業

庁外事業

■ ■

□

友好都市教育親善大使受入事業類似事業名

□ある

ないない□ ■

ある

ない

ある

ない

■ ホテル泊の日程をホームステイに変更することによって事業費削減
はできる。□

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

□

■

■

□

□

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ □ ■ □ □ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性→ 維持 → 維持 → 維持

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど

■
□ ２次評価を希望

施策主管次長所見欄 施策主管次長意見

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 みよし市国際交流事業補助金交付要綱
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する



指標 年度

事務事業名

この事務事業
の位置

政策
施策
基本事業

660201No.
魅力ある活力とにぎわいのまち
多様な文化に親しみ、ふれあえるまち
多文化共生の推進

多文化共生推進事業 主管課名

課長名

協働推進課

深谷正浩

１
事
務
事
業
の
現
状
（
Ｄ
Ｏ
）

定住化傾向にある外国人に、一市民としてまちづくりに参加しても
らうためには外国人との意思疎通と相互の理解を図ることが重要で
あることから、日本語指導、通知文書等の翻訳などの事業を推進す
る。

(1)事業の概要

(30年度に実施

(5)活動指標

78 77 80

ボランティアの講師による日本語教室を週２回開催。
外国人学習者を増やすため、市内の集客施設、特に外国人がよく利用する施設に依頼しＰＲチラシを配布した。
指導法のレベルアップを目指して、ボランティア向け勉強会を実施し日本語教室の充実に努めた。
年に１回、社会見学を通して外国人に日本の文化に触れてもらう機会を設けた。

(事務事業の活動量を表す指標)

名 称 単位
①
②
③

日本語教室の開催回数 回

31年度計画 ■
□

前年と同様
変更あり 変更内容

(2)対象(この事業の対象、範囲となる人、物)

した具体的なこ
の事業のやり
方、手順等)

その指標

みよし市在住外国人（16歳以上）
(6)対象指標(対象の大きさを表す指標)

名 称 単位
①
②
③

みよし市在住の外国人の人数 人

(3)意図(この事業によって(2)の対象をどのような状態にしたいのか)

名 称 単位
①
②
③

(7)成果指標(意図の達成度を示す指標)
日本語教室での学習者数を増やす

みよし市日本語教室に通う外国人学習者の人数 人

(4)結果(上位基本事業の意図)

名 称 単位
①
②
③

多文化共生、国際交流の推進を図る
国際交流事業に対してやや満足以上と答えた比率 ％

(9)事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

(8)結果の成果指標(上位基本事業の成果指標)

年度計画値年度実績値年度実績値29 30 31
回

単位
①
②
③

1,936 1,808 1,980

(5)の
活動指標

(6)の
対象指標

(7)の
成果指標

(8)の結果の
成果指標

①
②
③
①
②
③
①
②
③

人

141 145 150人

43 29.3 45％

247 766 954

(10)予算費目 会計 01 款 項 目一般会計 02 01 18

(11)コスト
事業費
Ａ

年度計画値年度実績値年度実績値29 30 31年度

単位
千円
千円
千円
千円
千円

時間×人
千円
千円

(決算又は予算額)

0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 40

247 766 914
895 2,448 2,448千円

130 2 250 3 250 3
0 0

× × ×

106 0 0
1,248 3,214 3,402

国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

人件費Ｂ
正職員従事時間×人数
正職員以外の人件費

その他費用Ｃ

財
源
内
訳

トータルコスト

③
②
①単位あたりコスト

(トータルコスト
/(6)の対象指標)

千円
千円/
千円/
千円/

1人
A＋B＋C

2 2

そ
の
指
標

そ
の
指
標

そ
の
指
標

平成31

･･･数値は(9)

年度（ 30 年度実施分）
様式1-1 令和 1 年 11 月 7 日記入日

事務事業目的評価表

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)

･･･数値は(9)



２
環
境
変
化
と
住
民
意
見
等

事務事業名 No. 660201 多文化共生推進事業
様式1-2

平成２２年度
(1)この事務事業はいつから開始したのか？

から
(2)この事務事業を開始したきっかけは？

三好町国際交流協会の解散に伴う。

(3)事務事業を取り巻く状況は開始時期や過去と比べ変化しているか？
■
□

変化していない
変化している

変化し
た内容

(4)事業実施上の課題、住民・議会等からの意見は？

日本語学習機会の提供をはじめとする在住外国人支援を考える中で
、外国人のニーズを把握したり、外国人と日本人が意見交換したり
する機会がない。

１次評価どおり

３
評
価
（
Ｓ
Ｅ
Ｅ
）

目
的
妥
当
性

(1)この事務事業は法定受
託事務ですか、それとも、
自治事務ですか？
また、この事務事業を行う
根拠や理由はなんですか？

(2)この事業の意図は結果
（基本事業の意図）に結び
つきますか？

(3)対象を見直すこと（対
象の拡大又は縮小）はでき
ませんか？

(4)意図を見直すこと（意
図の追加・拡充(意図の段
階は正しいか)又は絞込み
）はできませんか？

(5)この事業を廃止した場
合の影響はありますか？

(6)今以上に事業の成果を
向上させることはできませ
んか？

(7)類似又は関連する事業
はありませんか？
また、類似事業との再編で費
用対効果が向上しませんか？

(8)現在の成果水準のまま
で事業費を削減する方法は
ありませんか?(仕様や工法
の変更、住民の協力など)

(9)現状より人件費を削減
する方法はありませんか？
(従事時間を削減できない
か？正職員以外の職員や外
部委託はできないか？)

(10)受益者負担はあります
か？
また、受益者負担割合は適
正ですか？

□

■

法定受託事務

自治事務
在住外国人の日本語修得機会の創設による多文化共生の推進。

■

□

結びつく

結びつかない

できない

できる□

■

□

□

拡大

縮小

できない

できる 追加

拡充

絞込み

□ □

□

□
■

影響が大きい

多少影響がある

影響はない

■

□

□

できる

できない

■

□
日本語教室のボランティアの人員を増やす。

ある 庁内事業

庁外事業

□ □

□

類似事業名

□ある

ないない■ □

ある

ない

ある

ない

□

■

□

■

類似事業
との再編
の可能性

ある

受益者がいない

ない

現状で適正

検討が必要

■

□

■

□

□

有
効
性

効
率
性

公
平
性

４
改
革
改
善
案

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

廃止・休止統合縮小現状維持改善拡大□ □ ■ □ □ □

コストの方向性 事業費の方向性 成果の方向性→ 維持 → 維持 → 維持

(1)今後の事業の方向性

(2)改革・改善案
※対象、意図、手段等
の見直しなど ・日本語指導ボランティアの活動を継続して支援し、より一層の日本語教室の充実を図る。さらに、外国人も一

市民としてまちづくりに参加できるようにして、意見交換できる場について検討していく。

■
□ ２次評価を希望

施策主管次長所見欄 施策主管次長意見

根拠法令

この事務を
行う根拠
又は理由

理由

内容

内容

理由
又は
内容

理由
又は
内容

内容

内容

内容

内容

根拠法令 みよし市多文化共生センターの利用登録に関する要綱
法定受託事務は(2)から(5)への記載不要、(6)から評価する


